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年金記録に係るコンピュータ記録と紙台帳等の突合せ業務実施要領 (改正案)

日本年金機構

2年 10月  8日   制定

2年 12月 15日  一部改正

第 1 目的

本実施要領は、年金記録に係るコンピュータ記録 と紙台帳等の突合せ業務につ

いて、その正確性及び効率性を確保するため、当該業務に係る手順、審査基準等

を定めることにより、 もって本突合せ事業の適正な運営を図ることを目的 とする。

第 2 突合せ業務の概要

本業務は、紙台帳検索システム (別 添 1の厚生年金保険 (以 下 「厚生年金」 と

いう。 )、 国民年金、船員保険の紙台帳、マイクロフィルム等 (以下 「紙台帳等」

という。)を電子画像化 し、収載 したシステム)を使用 し、コンピュータ記録 と

紙台帳等の記録の突合せを行 うものであ り、平成 22年度は、全国 29カ所に設

置 した記録突合センター (別添 2)において業務を行 う予定としている。

本業務は、記録突合センターにおいて突合せ業務を受託 している事業者 (以 下

「事業者」という。)の従事者が担当する①第 1次審査及び②第2次審査と、日

本年金機構 (以下「機構」という。)の職員が担当する③審査結果確認、通知、

記録補正等の3つ のプロセスから成る (別添3)。 それぞれの業務内容のポイン

トは以下 の とお り。

①第 1次審査

コンピュータ記録と紙台帳等の記載を照合 し、記載内容について不一致がな

いかを確認するための審査

②第 2次審査

第 1次審査で不一致とされた箇所について、当該不一致に関 し合理的な理由

があるかどうかを確認するための審査

③審査結果確認、通知、記録補正等

事業者による第 1次審査及び第 2次審査の結果を確認 し、補正が必要と思わ

れる記録について、御本人に記録補正の要否を確認するために突合せ結果を通

知 し、その回答を受けて記録の補正等を行う作業
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第 3 突合せ業務の手順等

1 審査対象者の選定及び突合センターヘの提示

(1)機構本部は、紙台帳等が紐付いている者を、突合せの対象者 (以 下 「審査対

象者」 という。)と して選定 し、当該審査対象者の現住所に応 じ管轄する記録

突合センターごとに審査対象者 リス トを作成 し、記録突合センターに提供する。

当面、以下に掲げる順に審査対象者 リス トを作成する。

① 年齢階層及び地域による突合せ結果の傾向を検証するためのサンプル調査

対象者

② 受給者 (遺族年金受給者の場合は、当該遺族年金に係る死亡者の記録を含

む。)に ついて、年齢の高い順

③ 基礎年金番号を有する記録と結びついていない記録 (以下「未統合記録」

という。)の年金手帳記号番号を有する者 (中 央記録突合センターにおいて

突合せを実施)

④ 加入者について、年齢の高い順

(2)当分の間、紐付いている紙台帳等の枚数が 18枚以下の者について、突合せ

を実施することとし、 19枚以上の紙台帳等が紐付いている者の取扱いについ

ては、紐付いている紙台帳等の内容を分析 し、作業方針を検討する。

(3)突合せを希望する者の申し出については、平成 23年春頃を目途に、新規裁

定者については、平成 23年秋頃を目途に実施する方向で検討を進める。

※ 申出の受付に当たつては、コンピュータ記録に紐付いていない紙台帳等が

存在することを踏まえ、突合せを希望される方から「私の履歴整理表」など

の参考情報をいただいた上で実施することを想定 している。

(4)遺族年金に係る死亡者以外の死亡者に係る記録の取扱いについては、国民年

金特殊台帳等の突合せ結果の開示等の実施状況を踏まえ検討する。

2 受付及び印字

(1)審査対象者の受付

事業者は、機構本部より示された審査対象者 リス トに基づき、紙台帳検索シ

ステム上の受付処理を行い、突合せを開始する。

(2)紙台帳等の印字

事業者は、受付を行つた審査対象者について、紐付いた紙台帳等のうち、重

複 した紙台帳等及び既に突合せを実施 した紙台帳等を除いた以下に掲げるもの

を印字する。

①厚生年金及び船員保険の記録の場合

・厚生年金の紙台帳等のうち、マイクロフィルムにより管理されていた厚生

年金被保険者名簿及び原票



・船員保険の紙台帳等の うち、マイクロフィルムにより管理 されていた船員

保険被保険者名簿

※厚生年金被保険者台帳 (旧 台帳)及び船員保険被保険者台帳 (旧 台帳)は、

元来、厚生年金被保険者名簿及び船員保険被保険者名簿から作成 されるも

のであ り、 これ らと重複するケースが多いと想定 されるが、被保険者名簿

に記載がない新たな記録が判明する可能性が否定できないことから、当分

の間印字 し、突合せの結果を検証する。

②国民年金の記録の場合

国民年金の紙台帳等のうち国民年金被保険者名簿 (市町村名簿)等
(3)紙台帳等の並べ替え

印字 した紙台帳等については、厚生年金の記録、船員保険の記録、国民年金

の記録の順に並べた上で、制度 ごとに以下に掲げる方法によ り順番に並べ、突

合せの進捗を管理するためのバーコー ドを付番 した連絡票を表紙 として添付 し

た上で、第 1次審査担当者に回付する。

①厚生年金及び船員保険の記録の場合

ア 厚生年金については、被保険者名簿、原票の後に厚年旧台帳を並べる。

船員保険については、船員保険被保険者名簿の後に船保旧台帳を並べる。

イ 被保険者名簿及び原票 と旧台帳のそれぞれについて、加入記録の取得年

月日が古い順に並べる。

ウ 取得年月日が同一の紙台帳等の場合は、当該記録の最後の標準報酬改定

年月日が古い順に並べ、喪失年月日の記載のあるものは最後 とする。

②国民年金の記録の場合

ア 市町村が作成 した国民年金被保険者名簿について、同一人の記録が表 と

裏に分かれて印字されているものについては、表 と裏を組み合わせる。

イ 各紙台帳の資格記録の取得年月日を比較 し、最 も古いものから順に並ベ

る。

ウ イの基準で同順位 となる国民年金被保険者名簿については、それ らの名

簿の納付記録に具体的な記載のある最 も新 しい年月を比較 し、その年月が

古いものから順に並べる。

エ アからウまでの基準でも判断ができない場合において、作成年月 日が記

載 されている国民年金被保険者名簿については、作成年月日が古い順に並

べる。

3 第 1次審査

(1)基本的考え方

第 1次審査は、コンピュータ記録 と紙台帳等の記載を照合 し、記載内容につ

いて不一致がないかを確認するための審査である。なお、記載内容に形式的に

は不一致がある場合であつても、実質的に両記載が一致 している場合等、あえ



て訂正を行う必要がないものについては、みな し一致として第 1次審査で終了

する。

(2)審査手順

紙台帳検索システムを使用 して、 2名 の審査担当者が別個に同様の審査を行

い (ベ リファイ方式)、 その結果について作業管理者が確認を行う。 2名 の審

査担当者の突合せ結果が異なる場合には、作業管理者が審査担当者の突合せ内

容をチェックし、結果を判断する。

第 1次審査の結果、不一致となつたものについては、第 2次審査を行うこと

とし、一致 (みな し一致を含む。)と なつたものについては、機構職員による

審査終了確認を行う。

(3)審査内容

①厚生年金及び船員保険の記録の場合

コンピュータ記録の給付記録又は資格記録と紙台帳等の対応する記録を突

き合わせ、資格年月日、標準報酬、種別の順に、コンピュータ記録と紙台帳

等の記載内容が一致 しているかどうかを確認する。

②国民年金の記録の場合

コンピュータ記録の納付記録、付加記録、差額記録及び資格記録と紙台帳

等の対応する記録を突き合わせ、納付記録、付加記録及び差額記録について、

年度ごとに納付等が行われている総月数が一致 しているかどうかの確認を行

う。

これらの記録の確認の後、資格記録について、取得年月日及び喪失年月日

が一致 しているか確認を行う。

③未統合記録の場合

未統合記録の基本情報 (氏名、生年月日及び年金手帳記号番号)に ついて、

紐付いている紙台帳等と突合せを行い、異なる部分がある場合には、紙台帳

等の基本情報に補正 した場合に基礎年金番号を保有する者と結び付 くかどう

かについて、氏名検索や住民基本台帳ネットワークとの突合せ等により確認

を行う。

仮に基礎年金番号を保有する者に結び付 くことが確認できた場合には、当

該未統合記録の制度の別に応 じ、①又は②により突合せを行う。なお、基礎

年金番号を保有 している者が死亡 していることが確認された場合であつて、

当該者の記録が遺族年金の基となっていない場合には、突合せは実施せず、

事跡を残 して審査 を終了する。

(4)みなし一致等

以下の項目については、コンピュータ記録と紙台帳等の記録が実質的に一致

していること等から、みなし一致等として第 1次審査で終了することを基本と

する。



①厚生年金及び船員保険の記録の場合

①コンピュータ切替
時の省略入力

コンピュータ切替時に、定時決定等における同等級の標準報酬変更

の記録を省略 して登録されているものについては、標準報酬の変遷

が確認できれば一致とみなす。

※当該紙台帳の全体としては標準報酬に相違はなく、年金額も同額

となるため。

②コンピュータ切替

時のみなし報酬 (厚

生年金)

標準報酬が 1万円未満のものは給付額計算時には全て 1万円に読み

替えることから、コンピュータ切替時に 1万円で収録されているも

のは一致とみなす。

③コンピュータ切替

時のみなし報酬

(船員保険)

標準報酬が 1万 2千円未満のものは給付額計算時には全て 1万 2千

円に読み替えることから、コンピュータ切替時に 1万 2千円で収録

されているものは一致とみなす。

④厚年上限額

(下限)

標準報酬が当時の等級表の上限額 (下 限額)よ り高額 (低額)の場

合は等級表の上限額 (下 限額)と して、一致とみなす。

⑤金額表示と等級表
不

コンピュータ記録の標準報酬は金額表示だが、紙台帳等の標準報酬

は等級表示の場合がある。この場合は等級表に基づき、紙台帳等の

等級を金額に読替えて突合せを行い、その方法によリー致 していれ

ば、一致とみなす。

※紙台帳等の標準報酬が等級表示から金額表示に変更となつた時期

厚生年金 昭和 35年 5月 適用分より

船員保険 昭和 38年 7月 適用分より

⑥月額変更の同月喪
失

標準報酬の変更と喪失が同月の場合は標準報酬は変更しないため、
一致とみなす。
※喪失月は保険料を徴収 しないため。

⑦ ドル表示
沖縄の紙台帳等は ドル表示の場合がある。 換算表に当てはめて審
査を行い、同額となれば一致とみなす。

③日のみ相違

年月は一致 しており、日のみが相違する場合は、年金額に影響 しな
いため、一致とみなす。

※年金の期間は月単位で計算 し、月初取得と月末取得でも同一の月
である限り同一処理となるため。

⑨厚生年金施行日

厚生年金制度は昭和 17年 1月 1日 施行であるが、コンピュータ記
録は、実際に保険料の徴収を開始 した昭和 17年 6月 1日 となって
いることがあるため、紙台帳等に昭和 17年 6月 1日 よりも古い日
付が記載されているために不一致となつている場合には、一致とみ
なす。

⑩厚生年金施行日
(女性)

女性の厚生年金制度は昭和 19年 6月 1日 施行であるが、コンピュ
ータ記録は、実際に保険料の徴収を開始 した昭和 19年 10月 1日

となっていることがあるため、紙台帳に昭和 19年 10月 1日 より
も古い日付が記載されているために不一致となつている場合には、
一致とみなす。

〇厚生年金施行日

(沖縄 )

ドル表示の紙台帳等 (沖縄)の厚生年金制度は昭和44年 7月 1日

施行であるが、コンピュータ記録は、実際に保険料の徴収を開始 し
た昭和 45年 1月 1日 となつていることがあるため、紙台帳等に昭
和45年 1月 1日 よりも古い日付が記載されているために不一致と
なっている場合には、一致とみなす。



⑫船員保険施行日

船員保険制度は昭和 15年 3月 1日 施行であるが、コンピュータ記

録は、実際に保険料の徴収を開始 した昭和 15年 6月 1日 となって
いることがあるため、紙台帳等に昭和 15年 6月 1日 よりも古い日

付が記載されているために不一致となつている場合には、一致とみ

なす。

⑬コンピュータ記録
にあつて紙台帳等に

ない記録

コンピュータ記録に対応する紙台帳等が紐付いていない、又は対応
する紙台帳等に一部記載がない場合には、突合せを行うことができ
ないため、一致とみなす。なお、その旨の事跡を残す。

⑭厚生年金基金記録

である場合

厚生年金基金の記録は、別途突合せを行つていることから、本事業
においては突合せを行わず、第 1次審査で終了する。

⑮共済年金への移管

記録である場合

共済年金への移管記録であることが判明 した場合は、第 1次審査で

終了する。

⑭紙台帳等の記載が

判読不能の場合

紙台帳等の記載が判読不能である場合には、突合せを実施すること

ができないことから、第 1次審査で終了する。なお、その旨の事跡

を残す。

○紙台帳等の記録が

複数存在 し、かつ、

それらが一致 しない

場合

①同一の紙台帳等内に内容の一致しない記録が複数存在する場合、
より新しい記録について突合せを行うことを基本とする。

②ただし、更新前後の紙台帳等の間で一致しない記録が存在する場

合は、更新後の紙台帳等に訂正処理が行われている場合を除き、記

載の転記ミスの可能性を踏まえ、更新前の記録について突合せを行

うことを基本とする。 (被保険者名簿と原票との間の記録の不一致

も、同様に取り扱い、突き合わせる。)

③被保険者名簿と旧台帳との間で不一致がある場合については、被

保険者名簿の記録と突合せを行う。

②国民年金の記録の場合

①納付記録につい

て、紙台帳等の月数

がコンピュータ記録

の月数よりも少ない

場合 国民年金においては、市町村は現年度分のみ徴収責任を負つていた

ことから、過年度納付等の場合に納付内容が正確に記載されていな

いことがしばしば見られる。そのため、コンピュータ記録の方が納

付記録又は付加記録の月数が長い場合 (差額記録については、コン

ピュータ記録の方が少ない場合)、 誤つた訂正を防止する観点か

ら、一致とみなすこととする。

②付加記録につい

て、紙台帳等の月数

がコンピュータの月

数よりも少ない場合

③差額記録につい

て、紙台帳等の差額

未納又は差額免除の

月数がコンピュータ

記録よりも多い場合

④法施行前の資格記

録

国民年金制度は昭和 36年 4月 施行であるが、昭和 35年 10月 か

ら準備期間とされていたことから、紙台帳記録において、一部に昭

和 36年 4月 前に資格取得と表記されているものが存在する。昭和

36年 4月 前の年月日の記載に起因する不一致については、一致と

みなす。

⑤強制加入・任意加

入の間の不一致
実際の年金給付額に影響を及ぼさないことから、一致とみなす。



⑥ l号加入・任意加

入の間の不一致
実際の年金給付額に影響を及ぼさないことから、一致とみなす。

⑦コンピュータ記録
にあって紙台帳等に

ない記録

コンピュータ記録に対応する紙台帳等が紐付いていない、又は対応

する紙台帳等に一部記載がない場合には、突合せを行うことができ

ないため、一致とみなす。なお、その旨の事跡を残す。

③紙台帳等の記載が

判読不能の場合

紙台帳等の記載が判読不能である場合には、突合せを実施すること

ができないことから、第 1次審査で終了する。なお、その旨の事跡

を残す。

⑨紙台帳等の納付事

由等コー ドの内容が

確認できない場合

市区町村が作成 した国民年金被保険者名簿にっいて、納付記録等に

おいて用いている コー ドの内容が市区町村から提供されたコー ド表
によつて も不明 の場 合 は、 その筒所 につ いて は審 杏 は実施 しな い こ

ルルす る_/A・ 於  子 の旨の墓 肺 葬聴 十

⑩昭和 5年 4月 2日

以後に生まれた方に

係る資格記録のみの

不一致

資格記録のみの不一致は、実際の年金給付額に影響を及ぼさないこ

とから、昭和 5年 4月 2日 以後に生まれた方に係る資格記録につい

ては突合せを実施せず、第 1次審査で終了する。なお、その旨の事

跡を残す。

①紙台帳等の記録が

複数存在 し、かつ、

それらが一致 しない

場合

同一の納付記録が複数市町村の国民年金被保険者名簿に転記されて

いること、そのうち一部に限つて事後的に修正が行われていること

があることから、紐付いている紙台帳等の納付記録を比較 し、各納

付年度について、最も納付月数が多い紙台帳等について突合せを行

う。

⑫同一市区町村の記

録が複数の媒体によ

り存在 し、かつ、そ

れらが一致 しない場

合

同一市区町村において、手書きの紙台帳、コンピュータ管理 された

紙媒体の名簿、磁気媒体 (CS∨ )に よる名簿の 3種類の国民年金

被保険者名簿が作成されて堕る場合があるが、それらの記載が一致

Lな量塑合は、①手書きの紙台帳、②コンピュータ管理された紙媒
体の名簿、③磁気媒体 (CSV)に よる名簿の lllEで 記載内容 を優牛

しヽ突合せ を実施す る

(5)機構職員による確認及び保管

事業者による第 1次審査において一致 と判定 された審査対象者の記録につい

ては、機構職員による確認の後、機構職員による審査終了登録 を行 う。

審査終了登録がなされた審査対象者に係る連絡票、紙台帳等の写 し等につい

ては、機構職員の指示の下、事業者が保管する。保管すべき文書及び保管期間

は別添 4の とお りとする。

(6)品質管理

事業者による第 1次審査結果の正確性を確保するために、事業者及び機構に

おいて、以下のとお り追加的な確認作業 (抜取検査)を行 う。

①事業者による品質管理 (抜取検査)

管理者が、すべての作業管理者の審査結果を一定の割合で抜き取 り、検査を

行う。その確認内容は、作業管理者による第 1次審査確認の内容を改めてチェ

ックするものであり、具体的には以下に掲げるとおりである。

第 1次審査の 2名 の審査担当者の処理結果が相違 している箇所について、

正 しい審査がなされていること



・ 紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力されてい

ること

・ 個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載 と全体の審査結果の間に矛盾

がないこと

当該抜取検査において誤 りが発見 された場合には、捕捉 した誤審理由にて、

誤審 したチームの作業管理者に見直 しを指示する。その際、誤審が見つかつた

場合は紙台帳検索システム上で正 しい結果に修正させる。

再度抜取検査を行い、同様に誤審が続 く場合は繰 り返 し再見直 しさせる。

②機構職員による品質管理 (抜取検査 )

機構職員は管理者ごとに、当該管理者が担当 した審査案件について、一定の

割合で抜取検査を行 う。具体的には、各管理者が抜取検査を行つた保管箱全体

の中から、当該管理者が抜取検査を行つた事案 と行つていない事案それぞれ一

定件数抽出 し、次に掲げる方法により確認する。

・ 第 1次審査の 2名 の審査担当者の処理結果が相違 している箇所について、

正 しい審査がなされていること

紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力されてい

ること

・ 個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載 と全体の審査結果 との間に矛

盾がないこと

当該抜取検査において誤 りが発見 された場合には、誤審理由 (見直 しの観点 )

と併せ、保管箱全体について事業者に返却 し、全件の見直 し (再審査)を指示

することを基本 とする。その際、誤審理由は伝達するものの、誤審 となった審

査対象事案がどの事案であるかは伝達 しない。

事業者による再審査が完了 した際には、誤 りがあつた審査対象事案が正 しい

審査結果に変更されているかを確認する。

4 第 2次審査

(1)基本的考え方

第 2次審査は、第 1次審査で不一致 とされた箇所について、当該不一致に関

し合理的な理由があるかどうかを確認するための審査である。

(2)審査手順

第 2次審査の担当者による審査の後、作業管理者が記録補正の要否について

確認を行い、補正不要又は補正要 (記録訂正又は新規判明)を判断する。

事業者による第 2次審査の終了後は、機構職員による審査終了確認を行 う。

(3)審査内容

以下に掲げる内容について、不一致 となっている紙台帳等のみならず、他の

紙台帳等の記録や社会保険オンラインシステムにおける詳細記録 を参照 し、第

1次審査において不一致 と判定 された事項について、その不一致に理由がない



かどうかを確認する。理由が確認できたものについては、補正不要とする。補

正不要とする場合の判断の基本的考え方は以下のとおりとし、補正不要となっ

たものについては、その旨事跡を残す。

①厚生年金及び船員保険の記録の場合

①脱退手当金の算定

基礎となっている年

金記録である場合

不一致箇所について、脱退手当金の算定の基礎となつている年金記

録であることが確認できた場合は、補正不要とする。 (脱退手当金
の支給日が被保険者期間中である場合を除 く。 )

②共済年金への移管

記録の場合

共済年金へ移管された年金記録に係る不一致については、突合せを

実施 しないことから、補正不要とする。

③最新記録により訂
正が確認できる場合

直近に記録が訂正されており、紙台帳等の記録と一致することが確

認できた場合には、補正不要とする。
※紙台帳検索システムのコンピュータ収録情報が平成 21年 9月 時

点のため。

④ 2以上の事業所に

勤務 している場合

同時期に複数の事業所で勤務 している場合には、コンピュータ記録
上は一方の事業所の加入期間を修正 した上で、重複勤務期間につい

て標準報酬を合算 した一つの記録とする処理を行つている。 (な

お、厚生年金事業所と船員保険事業所の重複勤務の場合には、厚生

年金の加入期間を船員保険の加入期間に重複 しないように修正 した

上で、重複期間について標準報酬の合算処理は行わない処理をして

いる。)当該処理が確認できた場合には、補正不要とする。

⑤ 65歳至1達後の記

録

昭和 61年 4月 以降は、 65歳以降の加入記録等は、年金給付額の

算定に影響を及ぼさないことから、当該記録が紙台帳に存在 して

も、補正不要とする。

⑥法施行前の記録
厚生年金保険法の施行は、業種によって異なつていたため、当該業

種に係る制度施行以前の時期について紙台帳記録があり、不一致と

なつている場合には、補正不要とする。

⑦昭和 44年から昭

和 48年 にかけての

標準報酬の不一致

昭和44年から昭和 46年にかけて、健康保険と厚生年金の標準報

酬に不一致があり、紙台帳等において健康保険の標準報酬が記入さ

れている場合がある。また、昭和46年から昭和 48年にかけて、

法改正に伴う標準報酬改定が行われており、同等級における標準報

酬月額が誤つて記載されている場合がある。そのような場合による

不一致であると確認された場合には、補正不要とする。

③一つの事業所加入

記録が二つのコンピ

ュータ記録に分割さ

れている場合

管轄年金事務所の変更により、一つの事業所の加入記録が、一定時

期で二つに分割されている場合がある。全体の加入期間及び標準報

酬には変更がなく、年金額にも影響がないため、そのような場合に

は補正不要とする。

⑨昭和 32年 9月 以

前の標準報酬の特例

昭和 32年 10月 から昭和 51年 7月 までの間に厚生年金又は船員

保険について 3年以上の被保険者期間がある場合には、昭和 32年
9月 以前の標準報酬月額は年金額の計算に算入 しないこととされて

いる。その場合、昭和 32年 9月 以前の標準報酬に係る不一致につ

いては補正不要とする。

⑩別人の記録である

場合

紙台帳とコンピュータ記録の氏名と生年月が一致 しているが、日ま

では一致 していない場合には、年金手帳記号番号の一部が一致 して

いるかどうか、紙台帳記録に対応するご本人のコンピュータ記録が

存在するかどうかについて確認を行い、氏名と生年月日まで一致 し

ている場合には、紙台帳記録に記載されている加入期間が、ご本人



のコンピュータ記録の加入期間と重複がないかについての確認を行

う。これらの確認により、同姓同名の方など、別人の記録が紐付い

ていると確認できた場合には、当該紙台帳等に係る突合せは終了

し、補正不要とする。

⑪任意継続被保険者

に係る記録である場

合

健康保険制度の任意継続被保険者に係る記録についても紐付けが行

われている場合があるため、当該記録であると確認された場合は、

補正不要とする。

⑫紙台帳等上の記録

自体が取 り消されて

いる等の訂正処理が

行われている場合

紙台帳等において、記録自体が取 り消されている等の訂正処理が行

われていることが第 2次審査において確認できた場合には、補正不

要とする。

⑬第二者委員会あつ

せん事例等の事跡が

確認できる場合

第二者委員会あつせん事例等の事跡が確認できた場合には補正不要

とする。

⑭払出簿における訂
正履歴の確認

払出簿に記載されている資格取得日に訂正処理がなされており、そ

れがコンピュータ記録と一致 している場合には、補正不要とする。

⑮コンピュータ記録

上の標準報酬や加入

期間に係る訂正履歴

が確認できる場合

紙台帳等に記載された当時の情報について、コンピュータ上で事後

的に訂正がなされた履歴が存在する場合には補正不要とする。

⑩社会保険オンライ

ンシステムに保存さ

れている紙台帳等の

検索により訂正履歴

を確認できる場合

紙台帳等が紐付いていない可能性が考えられる場合には、社会保険

オンラインシステム上の検索により見つかる可能性があることか

ら、当該検索を行う。その結果、紐付いていない紙台帳等が発見さ

れ、当該紙台帳等も含めて突合せを行うことで不一致の理由が確認

できた場合には、補正不要とする。

なお、本手法により補正不要となる件数について把握 し、本手法の

有効性について検証する。

○紙台帳等における

標準報酬―等級改定

標準報酬の定時決定に該当しない場合であつて、改定前後の標準報

酬が等級表の上限又は下限のいずれにも該当しない場合について

は、一等級の改定は法令違反の標準報酬改定となる。そのため、そ

のような紙台帳等の記載により発生 した不一致については、補正不

要とする。

⑬複数の紙台帳等を

コンピュータ記録上

で一つに統合 してい

る場合

①複数事業所間を同月内に移動している場合、②複数事業所に重複

勤務している場合であつて、コンピュータ記録上複数の記録を統合
して処理している場合には、コンピュータ記録上の加入期間が紙台

帳等の合算した加入期間より長い場合には、補正不要とする。

⑩標準報酬に係るコ

ンピュータ記録が高

額なケース

申出のない受給者に係る突合せについて、標準報酬月額のみが不一

致となつており、かつコンピュータ記録の標準報酬月額の方が紙台

帳等よりも高い場合は、補正不要とする。

⑩健康保険のみ適用

の記録

「健のみ適用」「学徒動員」等の記載から健康保険のみ適用の記録

であることが確認できた場合は、補正不要とする。

②国民年金の記録の場合



①最新記録により訂
正が確認できる場合

直近に記録が訂正されており、紙台帳等の記録と一致することが確

認できた場合には、補正不要とする。※紙台帳検索システムのコン

ピュータ収録情報が平成 21年 9月時点のため。

②コンピュータ記録

で資格喪失がされた

後の第 3号被保険者

記録

市町村の国民年金被保険者名簿については、第 3号被保険者期間に

ついて必ず しも正確に捕捉できない場合があることから、コンピュ

ータ記録において資格喪失処理がなされた後に紙台帳に記載 されて

いる第 3号被保険者記録に係る不一致については、補正不要 とす

るc

③他制度加入の記録
がある場合

厚生年金、船員保険又は共済年金に加入 した場合は、当該他制度の

加入期間と重複する国年資格期間については喪失処理がなされるた

め、当該期間に係る紙台帳等との不一致は補正不要とする。

④コンピュータ記録

上の訂正履歴が確認

できる場合

紙台帳等に記載 された当時の情報について、コンピュータ記録上で

事後的に訂正がなされた履歴が確認できる場合には補正不要 とす

る。

⑤紙台帳等の記録に

整合性がない場合

紙台帳等に記載されている資格期間よりも長い納付期間がある場合

など、当該紙台帳等の中の記載に不整合がある場合には、当該不整

合に係る不一致については補正不要とする。また、同一市区町村の

同Tの記録媒体による国民年金被保険者名簿の間で記載が相違す登

場合は、より古い記録の記載を優先することを基本とする。

⑥特殊台帳の記載に

より確認できる場合

御本人の記録に紐付いている特殊台帳を確認 し、不一致に係る部分
について特殊台帳の記録がコンピュータ記録と一致 していることが

確認できる場合は、補正不要とする。

⑦コンピュータ記録
において還付記録が

確認できる場合

コンピュータ記録において保険料の還付の記録が確認できる場合

は、当該還付に係る期間については国年記録を訂正 したことが推定

できることから、補正不要とする。

③第二者委員会あつ

せん事例等の事跡に

より訂正履歴が確認
できる場合

第二者委員会あつせん事例等の事跡が確認できた場合には補正不要
とする。

⑨コンピュータ記録
で資格喪失がされた

後の免除記録

市町村の国民年金被保険者名簿については、免除期間について必ず

しも正確に捕捉できない場合があることから、コンピュータ記録に

おいて資格喪失処理がなされた後に紙台帳に記載されている免除記

録に係る不一致については、補正不要とする。

⑩別人の紙台帳等で
ある場合

紙台帳とコンピュータ記録の氏名と生年月が一致 しているが、日ま

では一致 していない場合には、年金手帳記号番号の一部が一致 して
いるかどうか、紙台帳記録に対応するご本人のコンピュータ記録が

存在するかどうかについて確認を行い、氏名と生年月日まで一致 し

ている場合には、紙台帳記録に記載されている加入期間が、ご本人

のコンピュータ記録の加入期間と重複がないかについての確認を行

う。これらの確認により、同姓同名の方など、別人の記録が紐付い

ていると確認できた場合には、当該紙台帳等に係る突合せは終了
し、補正不要とする。

③未統合記録の場合

第 1次審査において紙台帳等と突合せを行つた未統合記録のうち、第 1次

審査において不一致があったものについて、その制度の別に応じ、①又は②



の基本的考え方に基づいて、その不一致に理由がないかどうかを確認する。

理由が確認できたものについては、補正不要とする。

(4)機構職員による確認及び保管

①補正不要の記録の場合

事業者による第 2次審査において補正不要と判断された審査対象者の記録

については、機構職員による確認の後、機構職員による審査終了登録を行

う。その際、 (3)の①厚生年金及び船員保険の記録の場合の表の③により

補正不要となった記録については機構職員に回付 し、ご本人から届出がなさ

れていないことにより資格記録と給付記録が不一致となっている場合には、

ご本人に照会を行 う。

審査終了登録がなされた審査対象者に係る連絡票及び紙台帳等の写 し等に

ついては、機構職員の指示の下、事業者が保管する。保管すべき文書及び保

管期間は別添 4の とおりとする。

②補正要の記録の場合

事業者による第 2次審査において補正要と判断された審査対象者の記録に

ついては、機構職員により事業者の審査が適正に行われたか否かの確認を行

うことと併せ、以下の事項を中心に、機構職員自身が審査を行い、当該記録

が真に補正を要するものであるかを確認する。

当該職員審査を経ても、なお補正要とされる記録については、職員が補正

内容を確認 した上で、機構職員による審査終了登録を行う。

審査終了登録がなされた記録については、年金受給見込額の試算等、記録

補正等の処理を行うこととし、審査対象者に係る連絡票及び紙台帳等の写 し

等については、機構職員の指示の下、事業者が保管する。保管すべき文書及

び保管期間は別添 4の とおりとする。

(ア )厚生年金・船員保険の記録に関する職員審査事項

①紙台帳の記載の正

誤

紙台帳等の記載が明らかに記入ミスであると疑われる場合について

は、補正不要とする。

②事業所の適用期間

との配配

紙台帳等の資格取得から資格喪失までの期間の一部又は全部が事業

所の適用期間以外 となつている場合は、職員の確認により、補正不

要 とする。

③健康保険のみ適用

の有無

職員による事業所情報の確認により、健康保険のみ適用の記録と判

断された場合には、補正不要とする。

④共済年金への移管

の有無

一部の共済年金への移管記録については、コンピュータ記録に移管

記録が入力されていない場合があることから、職員により機構本部

に確認を行い、該当する記録が共済年金への移管記録であると確認

できた場合には、当該記録に係る不一致は補正不要とする。

⑤申出に係る記録訂

正の有無

御本人の申出により過去に年金記録を訂正 していることが申出書に

より確認できる場合には、補正不要とする。



⑥別人記録の確認
紙台帳の年金手帳記号番号の一部が一致する他のコンピュータ記録
が存在 しないかについて確認することにより、同姓同名の方など、

別人の記録であると判断される場合には、補正不要とする。

⑦差止・保留の記録

年金の給付が差 し止められている記録のうち、現況届が出されてい

ない等、ご本人に死亡の疑いがあることにより差 し止められている

記録については、補正要とするが通知は発出せず、当該突合せ結果
に係る事跡を残す。

③整備表示の入つた

記録

整備表示が入 った記録 については、袴数の年金制 庁にわ たるほか

旧法年金 も含まれている等、確認に専門性が求められるため、機構

本部に回付 lン ●確訳 を行 う^

(イ )国民年金の記録に関する職員審査事項

①資格喪失の理由の

確認

東京都内における保険料還付については、必ず しも特殊台帳に記載
がない場合があることから、職員により東京都内の年金事務所で行

われた還付の記録を確認 し、還付の事実 (資格喪失)が確認できた

場合には、補正不要とする。

東京都内における還付の記録が確認できない場合であつても、紙台

帳等とコンピュータ記録の不一致に係る期間について、国民年金の

資格喪失の記録がコンピュータ上にある場合には、本人又は事業者
の届出により当該時点において国民年金の加入を終了させる明確な

行為があり、不一致に理由がある可能性が高いことから、補正要と

するが通知は発出せず、当該突合せ結果に係る事跡を残す。

②共済年金加入の有
鉦

給付記録を確認 し、不一致に係る期間について共済年金への加入が

確認できた場合には、補正不要とする。

③別人記録の確認
紙台帳の年金手帳記号番号の一部が一致する他のコンピュータ記録

が存在 しないかについて確認することにより、同姓同名の方など、

別人の記録であると判断される場合には、補正不要とする。

④差止・保留の記録

年金の給付が差 し止められている記録のうち、現況届が出されてい

ない等、ご本人に死亡の疑いがあることにより差 し止められている

記録については、補正要とするが通知は発出せず、当該突合せ結果
に係る事跡を残す。

(5)品 質管理

事業者による第 2次審査結果の正確性を確保するために、事業者及び機構に

おいて、以下のとおり追加的な確認作業 (抜取検査及び全件検査)を行 う。

①補正不要の記録の場合

(ア )事業者による品質管理 (抜取検査及び全件検査)

すべての作業管理者の審査結果を一定の割合で抜き取 り、検査を行う。

その確認内容は、作業管理者による第 2次審査確認の内容を改めてチェッ

クするものであり、具体的には以下に掲げるとおりである。

補正不要と判断 した箇所について、第 2次審査の処理結果及び備考欄

の記載から補正不要とした理由を確認 し、当該理由により補正不要と判

断できることについて、連絡票に添付された補正不要の判断の根拠とな



ったコンピュータ記録の印字物 (補正不要の判断根拠となった箇所にマ

ーカーが付されたもの)等を参照する

紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力され

ていること

上記の抜取検査のほか、第 2次審査において補正不要とされたものの全

件について、個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載と全体の審査結

果との間に矛盾がないか確認を行う。

当該抜取検査及び全件検査において誤 りが発見された場合には、捕捉 し

た誤審理由にて、誤審 したチームの作業管理者に見直 しを指示する。その

際、誤審が見つかつた場合は紙台帳検索システム上で正 しい結果に修正さ

せる。

再度抜取検査を行い、同様に誤審が続 く場合は繰 り返 し再見直 しさせる。

(イ )機構職員による品質管理 (抜取検査)

機構職員は管理者ごとに、当該管理者が担当した審査案件について、一

定の割合で抜取検査を行う。具体的には、各管理者が抜取検査を行つた保

管箱全体の中から、当該管理者が抜取検査を行つた事案と行つていない事

案それぞれ一定の件数抽出し、次に掲げる方法により確認する。

・ 補正不要と判断 した箇所について、第 2次審査の処理結果及び備考欄

の記載から補正不要とした理由を確認 し、当該理由により補正不要と判

断できることについて、連絡票に添付された補正不要の判断の根拠とな

ったコンピュータ記録の印字物 (補正不要の判断根拠となった箇所にマ

ーカーが付されたもの)等を参照する

・ 紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力され

ていること

・ 個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載と全体の審査結果との間

に矛盾がないこと

当該抜取検査において誤 りが発見された場合には、誤審理由 (見直 しの

観点)と あわせ、保管箱全体について事業者に返却 し、全件の見直 し (再

審査)を指示することを基本とする。その際、誤審理由は伝達するものの、

誤審となった審査対象事案がどの事案であるかは伝達 しない。

事業者による再審査が完了した際には、誤 りがあった審査書類が正 しい

審査結果に変更されているかを確認する。

②補正要の記録の場合

(ア )事業者による品質管理 (抜取検査及び全件検査)

すべての作業管理者の審査結果を一定の割合で抜き取 り、検査を行うち

その確認内容は、作業管理者による第 2次審査確認の内容を改めてチェッ

クするものであり、具体的には以下に掲げるとおりである。



紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力され

ていること

個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載 と全体の審査結果 との間

に矛盾がないこと

補正要 (記録訂正)の場合、第 2次審査の過程で特に審査誤 りが生 じ

やすい個所を重点的に確認する観点から、以下の事項について確認する。

当該確認事項については、今後の突合せの実施状況を踏まえ、必要に応

じ変更する。

一被保険者期間が不一致の場合

二以上の事業所に勤務 している場合の処理により、一方の事業所の

加入期間が短 くなっているケースを見逃 していないか

一標準報酬が不一致の場合

二以上の事業所に勤務 している場合の処理により、重複勤務期間の

報酬の合算処理がされているケースを見逃 していないか

上記の抜取検査のほか、第 2次審査において補正要 とされたものの全件

について、紙台帳検索システムに正 しく補正内容が入力されているか確認

を行 う。

当該抜取検査及び全件検査において誤 りが発見 された場合には、捕捉 し

た誤審理由にて、誤審 したチームの作業管理者に見直 しを指示する。その

際、誤審が見つかつた場合は紙台帳検索システム上で正 しい結果に修正さ

せる。

再度抜取検査を行い、同様に誤審が続 く場合は繰 り返 し再見直 しさせる。

(イ )機構職員による品質管理 (抜取検査及び全件検査 )

機構職員は管理者ごとに、当該管理者が担当 した審査案件について、一

定の割合で抜取検査を行 う。具体的には、各管理者が抜取検査を行つた保

管箱全体の中から、当該管理者が抜取検査を行つた事案 と行つていない事

案をそれぞれ抽出 し、次に掲げる方法により確認する。

紙台帳検索システムにおける備考欄が記述ルールに基づいて入力され

ていること

・ 個別の記録事項の確認結果及び備考欄の記載 と全体の審査結果 との間

に矛盾がないこと

・ 補正要 (記録訂正)の場合、第 2次審査の過程で特に審査誤 りが生 じ

やすい個所 を重点的に確認する観点から、以下の事項について確認する。

当該確認事項については、今後の突合せの実施状況を踏まえ、必要に応

じ変更する。

一被保険者期間が不一致の場合

二以上の事業所に勤務 している場合の処理により、一方の事業所の

加入期間が短 くなっているケースを見逃 していないか



一標準報酬が不一致の場合

二以上の事業所に勤務 している場合の処理により、重複勤務期間の

報酬の合算処理がされているケースを見逃 していないか

上記の抜取検査のほか、第 2次審査において補正要とされたものの全件

について、紙台帳検索システムに正 しく補正内容が入力されているか確認

を行う。

当該抜取検査及び全件検査において誤 りが発見された場合には、誤審理

由 (見直 しの観点)と あわせ、保管箱全体について事業者に返却 し、全件

の見直 し (再審査)を指示することを基本とする。その際、誤審理由は伝

達するものの、誤審となった審査対象事案がどの事案であるかは伝達 しな

い 。

事業者による再審査が完了 した際には、誤 りがあつた審査書類が正 しい

審査結果に変更されているかを確認する。

第4 突合せ後の処理

第 1次審査及び第 2次審査終了後は、別添 5の とおり、突合せに係る申出の有

無、受給者及び加入者の別、記録補正の要否等の特性に応 じ、年金受給見込額の

試算及び御本人への通知の発出を行う。

1 申出なしに突合せを行つた受給者について

・ 突合せ結果が一致又は補正不要となつた場合には、年金受給見込額試算及

び通知ともに行わない。

・ 突合せ結果が補正要となった場合には、年金受給見込額試算を行う。その

際、標準報酬月額が減となる場合等、明らかに年金受給見込額が減額となる

場合には、試算は行わない。試算結果が増額となった場合には、御本人に通

知を発出する。試算結果が減額又は増減な しとなった場合には、当該突合せ

が御本人の申出を契機としないものであること、既に受給権が発生 している

こと等から、通知は発出せず、突合せ結果に係る事跡を残す。

2 申出を受けて突合せを行つた受給者について

突合せ結果が一致又は補正不要となった場合には、年金受給見込額試算は

行わず、突合せ結果に関する通知を発出する。

・ 突合せ結果が補正要となった場合には、年金受給見込額試算を行つた上で、

試算結果を問わず御本人に通知を発出する。

3 申出なしに突合せを行つた加入者について

・ 突合せ結果が一致又は補正不要となつた場合には、年金受給見込額試算及

び通知ともに行わない。



突合せ結果が補正要 となった場合には、加入者については受給権は発生 し

ておらず、その後の事情変更により受給額 も変わ りうること等から、年金受

給見込額試算を行わずに御本人に通知を発出する。

・ 受給資格期間を満た していない60歳以上の加入者については、 70歳以

上の方であつて、今回の記録補正又は記録の判明により追加 される記録の期

間 と現在の記録の期間を合計 して 120月 (10年 )以上の方については通

知を発出 し、 70歳未満の方については、すべてのケースについて、通知を

発出する。

4 申出を受けて突合せを行つた加入者について

突合せ結果が一致又は補正不要 となった場合には、年金受給見込額試算は

行わず、突合せ結果に関する通知を発出する。

・ 突合せ結果が補正要 となった場合には、年金受給見込額試算を行わずに御

本人に通知を発出する。

5 突合せの結果、新たに記録が判明 した場合の取扱いについて

・ 突合せの結果、 ご本人のコンピュータ記録に対応する記録がない紙台帳等

の記録が判明 した場合には、当該紙台帳等の記録がご本人のものであるかど

うかについて、通知を発出することによりご本人に確認する。当該通知に係

るご本人からの回答により、当該紙台帳等の記録がご本人のものであること

が確認できた際には、必要に応 じ、ご本人に記録補正の通知を発出する。

・ 厚生年金又は船員保険の記録について、資格喪失年月 日のない記録が新た

に判明 した場合は、火災、地震、風水害又は戦災等の事情によるものを除き、

別添 5の 2の基準に従 つて判断を行い、 ご本人の了解が得 られた場合に、資

格喪失年月日を設定する。

6 御本人への通知の発出及び督促

御本人への通知は、突合せに係る申し出の有無、受給者及び加入者の別等に

応 じ行 う。

御本人に通知を発出 してから60日 を経過 しても回答がない場合には、督促

して回答を求める。それでもなお御本人から回答がない場合は、督促から60
日を経過 した時点で、通知未回答者 として取 り扱 うこととし、紙台帳検索シス

テムにおいてその事跡を記録する。

なお、通知が未送達 となった方については、その旨事跡に残す。

7 記録の補正及び再裁定

通知に対 し、年金記録を補正するよう御本人から回答があつた場合は、機構本

部又は当該審査対象者の住所地を管轄する年金事務所において、記録の補正処理

を行 う。

年金記録の補正の必要がない旨御本人から回答があつた場合には、その旨紙台

帳検索システムにおいて事跡を残す。

記録の補正処理を行つた後で、機構本部において、再裁定処理 を行 う。



第 5 突合せ事業の適正な実施のための措置

1 研修の実施

突合せ事業の適正な実施のため、機構は、事業者及び機構職員に対 し研修を

行うとともに、事業者は、突合せ業務の従事者及び管理者に対する研修を実施

する。事業者による研修の実施に当たつては、各従事者及び管理者の所掌事務

に応 じた内容とする。

具体的な内容は次に掲げるとおりである。

① 事業者の研修担当者の養成を目的として、機構本部において以下の二種の

研修を実施する。

・ 研修担当者を対象とする、突合せ業務の概要、突合せの審査手順、紙台

帳検索システムの機器操作、突合センターにおける事業者の従事者の監理

及び個人情報保護等のコンプライアンスに関する研修

(中 央記録突合センターの)突合せ業務の担当者を対象とする、突合せ

の審査手順に関する紙上又は実機による演習及び突合せ業務において用い

る紙台帳検索システムの機器操作に関する研修

② 従事者及び管理者の業務処理能力の向上等を目的として、事業者内部にお

いて、従事者及び管理者の所掌事務に応 じ、 1日 から5日 程度、次に掲げる

研修を実施する。

受付担当者について、年金制度の基本、突合せ業務の概要、個人情報保

護等のコンプライアンス等の突合せ業務の基礎知識及び連絡票の作成、審

査受付等の受付業務に関する研修を実施する。

・ 第 1次審査担当者について、受付担当者が受講する研修に加え、その担

当する制度に応 じ、第 1次審査の手順に関する研修を実施する。審査手順

に関する研修は、ケーススタディにより実施 し、第 1次審査における作業

管理者については、さらに座学研修を実施することにより、第 1次審査に

ついてより深い知識を習得する。研修終了時にはその理解度を確認するテ

ス トを実施 し、研修内容の定着を図る。

・ 第 2次審査担当者について、受付担当者及び第 1次審査担当者が受講す

る研修に加え、第 2次審査の手順に関する研修を実施する。審査手順に関

する研修は、座学及びケーススタディにより実施 し、第 2次審査における

作業管理者については、さらに座学研修を実施することにより、第 2次審

査についてより深い知識を習得する。研修終了時にはその理解度を確認す

るテス トを実施 し、研修内容の定着を図る。

・ 審査書類等に係る保管業務担当者について、突合せ業務の基礎知識に加

え、保管手順及び保管期限、廃棄手順等の規則について研修を実施する。

・ 電話照会の担当者について、突合せ業務の基礎知識に加え、電話対応に

係る手順についての研修を実施する。



2 個人情報保護に関する措置

本突合せ事業は多くの個人情報を取り扱うものであることにかんがみ、個人

情報の適正な取扱いを行うため、以下の措置を講ずる。

① 機構において、突合せにおける個人情報漏洩防止のため、事業者の従事者

及び管理者が紙台帳検索システム及び社会保険オンラインシステムを用いる

際に、突合せ業務上必要のない検索機能を制限する措置を講 じる。

また、記録突合センターの職員が、目的外のデータ閲覧等が行われていな

いか確認するため、定期的に窓口装置による年金記録の閲覧状況を調査する

等、セキュリティー確保のために必要な措置をとる。

② 事業者において、別添 6の個人情報保護に関する基本指針を踏まえ、各記

録突合センターの実情に応 じ、以下に掲げる事項に係る規程を策定 し、機構

の承認を受ける。

・個人情報保護の体制整備
・事務処理誤 りや個人情報漏洩等の発生に対応するための危機管理体制の整

備

・秘密の保持

・審査対象者 リス ト、連絡票、印字 した紙台帳等、突合せ業務の実施に関 し

得られた書類の複製の禁止等の情報の適正な取扱い

・業務上必要な範囲を超えた紙台帳検索システムの画面の印字や関連書類の

持ち出しの禁止等、個人情報の取扱いに関する教育、訓練の実施
・目的外のデータの閲覧や業務上認められていない氏名検索によるデータの

開覧、文書の紛失等を防止するための突合せ業務実施場所におけるセキュ

リティー管理

3 事業実施に係る報告等

事業者は、機構が定めるところにより、週単位又は月単位で (必要な場合は

随時に)、 その実施する突合せ業務の進捗状況、事業者が策定する個人情報保

護の規程違反の事例等について機構に報告する。

機構職員は、業務処理の進捗に停滞等の状況が認められた場合には速やかに

必要な改善策を講 じるものとする。

4 国民年金被保険者名簿 (市町村名簿)の取扱い

国民年金被保険者名簿 (市町村名簿)に ついて、以下に掲げる課題が指摘さ

れていることから、突合せ事業開始時点では、厚生年金及び船員保険に係る紙

台帳等の突合せを実施する

る 。



磁気媒体の形で作成 ・保管 されていた記録に関 し、正確性についての懸念

があること

・ 市町村が徴収責任を負つていた現年度分の納付記録のみが記載 されている

など内容が不完全なため、コンピュータ記録 との間で形式的な不一致が多い

こと

・ 市町村 ごとに名簿の形式や納付事由に係る記号が異なつてお り、効率的な

突合せを行 う上で支障 となつていること

国民年金に係る紙台帳等の突合せは、サ ンプル調査の実施により正確性を確

認 しヽ 以下の基準に沿って突合せを実施することとする。

精度管理実施市区町村 (当 該市区町村における国民年金被保険者名簿につ

いて、異なる 2人がそれぞれに入力作業を実施 (ベ リフアイ方式)し ている、

又は抜取検査によ り正確性 を確認 している市町村)の国民年金記録については、

記録の精度管理が行われてお り、正確性に一定の信頼 を置 くことができること

から、突合せに用いる。

精度管理実施市町村以外の市区町村の国民年金記録については、記録管理

の状況が様々であることから、サンプル調査に結果が精度管理実施市町村の不

一致率の平均IIL以 下である市区町村の記録について、突合せに用いる。

その他実施に係る細目

本実施要領に定めるもののほか、紙台帳検索システムにおける審査結果の入

力方法、事業者において実施する研修の内容、事業者から機構への報告様式そ

の他突合せ事業の実施に係る細目については、別途機構において定めるものと

する。

第 6 厚生労働省への報告等

機構は、定期的に本業務の進捗状況等について、厚生労働省に対 して報告 を行

い、その指示に基づいて、本業務の実施方法等について見直 しを行 うものとする。
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